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Ⅰ 施策の基本方針と施策の重点 

 

第１ 施策の基本方針 

本道の農業・農村は、豊かな自然と広大な土地資源を活かしながら、それぞれの地域で多様な経営

が展開されており、我が国最大の食料供給地域として、安全・安心で良質な食料を安定的に生産・供

給するとともに、食品産業や観光業など幅広い関連産業と結び付き、地域経済の発展や雇用の確保に

大きな役割を果たしています。さらには、多面的機能の発揮を通じて生活に豊かさや潤いをもたらす

など、道民の貴重な財産となっています。 

一方、農業従事者の減少や高齢化の進行をはじめ、労働力不足、ＣＰＴＰＰ等によるグローバル化

の進展、激甚化し頻発する自然災害や家畜の海外悪性伝染病の侵入のリスクの高まり、さらにはコロ

ナ禍における食料需給、不安定な国際情勢や円安などを背景とした生産資材価格の高止まりなど、

様々な課題や産業・社会の大きな構造変化に直面しています。 

このため、道では、これらの情勢変化や課題に的確に対応するとともに、次世代の農業者をはじ

め、多様な担い手と人材が活躍し、北海道の潜在力をフルに発揮することで、国民全体の食、道民生

活や地域経済を支える力強く魅力ある農業・農村の確立に向けて、令和３年（2021年）３月に「第 

６期北海道農業・農村振興推進計画」を策定したところです。 

令和７年度（2025年度）においては、ほ場の大区画化など農業生産基盤の整備促進、新たなスマー

ト農業技術の導入に向けた生産方式の転換による生産性向上の推進、麦・大豆の生産性向上や増産、

酒米・米粉用米など多様なニーズに対応した北海道米の生産拡大、飼料コスト削減に向けた肉用牛の

早期肥育の導入、飼料生産基盤のフル活用に向けた耕畜連携や道産飼料の生産拡大、道産飼料の道外

へのモデル的輸送・販売の取組支援、Ｊ-クレジット認証取得促進のためのモデル実証、北海道米や小

麦、和牛等の需要拡大、ちぢみほうれんそうや伏せ込みアスパラガスなど「新顔冬野菜」の認知度向

上、輸出拡大に向けた産地の機運醸成や有望市場の開拓、地域資源活用による付加価値向上に向けた

取組の推進、次代の本道農業を担う多様な担い手の育成・確保、多様な人材の活躍に向けた働きやす

い環境づくり、農産物の利用拡大や働き手の確保に向けたモデル地域と食品企業等とのマッチングの

実施、食育や地産地消など愛食運動の総合的な推進、農村ツーリズムの受入体制の強化、農業・農村

に対する道民理解を深める都市と農村の交流イベントの開催や未来を担うＺ世代と連携した情報発信

など、各般の施策に取り組みました。 

また、「第６期北海道農業・農村振興推進計画」で位置付けた、振興局等を基本とした12地域の農

業・農村の「めざす姿」の実現に向けた取組を推進しました。 
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第２ 施策の重点 

 

１ 持続可能で生産性が高い農業・農村の確立 

・ 持続可能な本道農業の確立のため、スマート農業の効果を最大限発揮させる農地の大区画化や

需要に応じた生産に対応する排水対策など、農業者が必要な農業生産基盤の整備に積極的に取り

組めるよう、道と市町村が連携し農家負担を軽減しました。 

・ スマート農業技術を全道へ普及拡大するため、実証成果などの情報提供や専門知識を有する地

域人材の育成、地域の営農体系に適した先端技術の導入を支援しました。 

・ 小麦商品の原料を、海外産小麦から安全･安心で良質な道産小麦への置き換えを図るため、更な

る生産性の向上や新たな品種の導入に向けた取組、専門学校生等を対象に理解の醸成を図る取組

を推進しました。 

・ 産地と実需が連携して行う麦・大豆の国産化を推進するため、ブロックローテーションや営農

技術の導入などによる生産性向上や増産を支援しました。 

・ 本道の水稲生産力を強化していくため、冷凍食品等の加工米飯や米粉、日本酒といった多様な

ニーズに対応した北海道米の需要と生産の拡大を推進しました。 

・ 地域農業を支える老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化を支援し、農業における構造転

換を推進しました。 

・ 道産花きの日常使いの促進やブランドの強化を図るため、道産花きの利用機会の促進に取り組

むとともに、北海道の未来を担う子どもたちの道産花きに対する関心と理解の醸成を図りまし

た。 

・ 道産肉用牛の生産振興のため、生産コストの削減が期待できる早期肥育の導入やブランド力向

上に向けた取組を支援しました。 

・ 北海道和牛のブランドの確立と競争力の強化のため、ゲノミック評価技術を活用したトップエ

リート牛群づくりに対する取組を支援しました。 

・ 良質な道産飼料の生産と利用拡大を図るため、稲発酵粗飼料の利用拡大や草地の植生改善、耕

畜連携の取組などを推進しました。 

・ みどりの食料システム戦略の実現のため、有機農業の推進拠点となる地域づくりやモデル的先

進地区の取組を支援しました。 

・ ゼロカーボン北海道の実現に向けて、Ｊ－クレジット認証取得促進のためのモデル実証等を行

いました。 

 ・ クリーン農業の一層の普及拡大を図るため、消費者や生産者への啓発や地域条件に即した栽培

技術指導に取り組むとともに、YES!clean表示制度の円滑な運用や普及啓発の取組を支援しまし

た。 

・ エゾシカ等の野生鳥獣による農業被害の防止を図るため、地域が行う捕獲活動や農地への侵入

防止柵の整備、捕獲したエゾシカの有効活用などの総合的な取組を支援しました。 
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２ 国内外の需要を取り込む農業・農村の確立 

・ 北海道米の消費拡大と高い水準での道内食率の維持を図るため、「北海道米プロモーション」

をはじめ、家庭用を中心とした主食用米の需要を喚起する取組を推進しました。 

・ 「冬季無加温栽培」で生産される「ちぢみほうれんそう」や「ケール」、「こまつな」などの

葉物野菜や、都府県産のない端境期に北海道で生産される「伏せ込みアスパラガス」などを「新

顔冬野菜」として、生産と需要の拡大を一体的に推進するため、「北海道どさんこプラザあべの

ハルカス店」での催事販売や、北のめぐみ愛食レストランや北海道愛食大使に認定している飲食

店等で新顔冬野菜を使った特別メニューを提供するフェアの開催などに取り組み、道内及び関西

圏でのＰＲを実施しました。 

・ 道産農畜産物の輸出拡大に向け、機運醸成や産地の育成に取り組むとともに、商流の拡大、有

望市場の開拓のための取組を行いました。 

・ ６次産業化などの農林漁業者等が行う多様な地域資源を活用した付加価値を創出する取組を推

進するため、北海道６次産業化サポートセンターを設置・運営し、６次産業化に取り組む農林漁

業者等を支援するとともに、人材育成研修会や各地域における課題解決に向けたセミナーなどを

開催しました。 

 

３ 多様な人材が活躍する農業・農村の確立 

・ 企業の社員やその家族による農業体験をきっかけとして働き手の確保に繋げるため、企業と地

域の連携促進を目的としたセミナーや、企業向け農業体験バスツアーを開催しました。 

・ 農業における雇用人材の確保と定着を図るため、農業インターンシップや雇用就農フェアに加

え、本年度から専門家が求人方法や労務管理の改善を伴走支援する取組を実施しました。 

・ 就農に向けた研修資金の交付、就農直後の経営確立に資する資金の交付や機械・施設等導入へ

の支援、農業研修や就農相談体制の充実を図る取組を支援しました。 

 

４ 道民の理解に支えられる農業・農村の確立 

・ 第５次北海道食育推進計画に基づき、地域のネットワークを強化し、道民運動として食育を推

進するとともに、「どさんこ愛食食べきり運動」を全道的に展開し、食品ロスの削減に取り組み

ました。 

・ 道内外の消費者や都市住民の本道農業・農村への関心や関与を深め、交流人口や関係人口の拡

大を図るため、本道農業のＰＲ動画の作成・配信や、「ほっかいどう秋の大収穫祭」の開催など

により、本道の食と農業の魅力を発信しました。 

・ 農泊や農村ツーリズムの受入体制の強化を図るため、北海道農泊推進ネットワーク会議を活用

して情報交換するなど、地域間の連携を強化するとともに、受入農業者等の意欲向上や裾野拡大

を目的とした研修会の開催などに取り組みました。 
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Ⅱ 農業・農村の振興に関して講じた施策 

 

第１ 持続可能で生産性が高い農業・農村の確立 
   

 

１ 生産基盤の強化 

  頻発する自然災害や病害虫、家畜疾病等農業の持続性を脅かすリスクへの対応を強化し、農地等

の農業資源や農業技術を最大限活用して収量の向上を図るなど、持続可能で生産性の高い農業を展

開するため、農業生産基盤の整備や優良農地の確保と適切な利用、戦略的な研究開発と普及・定着

など生産基盤の強化を推進しました。 

 

(1) 農業生産基盤の整備の推進 

［農業の生産力強化に向けた農業生産基盤の整備］ 

・ 「北海道農業農村整備推進方針」（令和４年（2022年）３月改定）を踏まえ、スマート農業の

効果を最大限に発揮する農地の大区画化や、需要に応じた作物に対応する農地の排水対策、必要

な水をいつでも供給できるかんがい施設の整備、農業用水の安定供給や雨水の速やかな排出を図

る農業水利施設の整備・保全、良質な自給飼料の生産拡大を図る草地整備など、農業の生産力の

強化や農村地域の強靱化はもとより、近年の異常気象にも効果を発揮する農業農村整備を、農家

負担の軽減にも配慮しながら、計画的かつ効率的に推進しました。 

≪水田整備≫ 

・ 担い手への農地集積・集約化や生産効率の向上、高収益作物への転換などを推進するため、

水田の大区画化や用排水施設、暗渠排水等の生産基盤の整備とともに、担い手の育成を一体的

に行う「農地整備事業（経営体育成型）」（新規２地区、継続68地区）及び「農地整備事業

（中山間地域型）」（新規10地区、継続38地区）を実施しました。 

・ 担い手への農地の集積・集約化を促進させるため、農地中間管理機構が借り入れている農地

について、農地の大区画化等の基盤整備を行う「農地中間管理機構関連農地整備事業」（継続

２地区）を実施しました。 

≪畑地整備≫ 

・ 経営規模の拡大や生産性の向上による経営の安定化を図るため、排水改良による湿害対策や

畑地かんがい施設の整備などを総合的に行うとともに、担い手の育成を行う「水利施設等保全

高度化事業（畑地帯総合整備事業）」（新規14地区、継続83地区）を実施しました。 

・ 畑地かんがい技術の確立及び啓発普及を推進するため、国営かんがい排水事業の受益地内の

地域等において、畑地かんがいモデルほ場を設置しました。 

≪草地整備≫ 

・ 既存草地の生産性の向上や大型機械体系に対応した効率的な草地への転換を行い、担い手を

中心とした土地利用型畜産体系の確立を図るため、「草地畜産基盤整備事業（草地整備型〔道

営草地整備事業〕）」（新規３地区、継続24地区）を実施しました。 

・ 牧場施設や周辺農家の草地を含めた飼料生産基盤の整備により、公共牧場を核とした地区全
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体の土地利用型畜産体系の確立及び利用農家の経営の改善を図るため、「草地畜産基盤整備事

業（草地整備型〔公共牧場整備事業〕）」（新規１地区、継続７地区）を実施しました。 

・ 草地整備と造成、併せて行う畜舎、飼料調製貯蔵施設等の整備により、担い手を主体とした

畜産主産地の形成や再編整備を図るため、「草地畜産基盤整備事業（畜産担い手総合整備型

〔再編整備事業〕）」（新規11地区、継続23地区）を実施しました。 

・ 老朽化した家畜排せつ物処理施設の機能回復、長寿命化を図るため「畜産環境総合整備事業

〔資源リサイクル事業〕」（継続１地区）を実施しました。 

≪中山間地域など地域の実態に即したきめ細やかな整備≫ 

・ 農業の生産条件が不利な中山間地域等において、地域の特色ある農業の展開を基軸とした地

域の活性化を図るため、農業生産基盤や農村生活環境基盤等を総合的に整備する「中山間地域

農業農村総合整備事業」（継続３地区）、「農村集落基盤再編・整備事業（中山間地域総合整

備型）」（継続１地区）を実施しました。 

≪農業用用排水施設の整備≫ 

・ 水利用の安定と合理化を図るため、基幹的農業用用排水施設等の整備を行う「水利施設等保

全高度化事業（基幹水利施設整備型）」（継続10地区）、「水利施設等保全高度化事業（基幹

水利施設保全型）」（新規３地区、継続９地区）、「水利施設等保全高度化事業（洪水調節機

能強化型）」（継続１地区）、「水利施設等保全高度化事業（排水対策特別型）」（継続１地

区）及び「水利施設等整備事業（基幹水利施設整備型）」（継続１地区）を実施しました。 

・ 農業用用排水施設の省力化と併せて農地の集積を図るため、農業用用排水施設と暗渠排水等

の生産基盤の一体的な整備を行う「水利施設等保全高度化事業（農地集積促進型）」（新規 

２地区、継続９地区）を実施しました。 

≪農道の整備≫ 

・ 農道の改良や既設農道の機能診断に基づく修繕など、農産物の流通の効率化及び通作条件や

農村の生活環境の改善を図るため、「広域営農団地農道整備事業」（継続１地区）、「農地整

備事業（通作条件整備）」（新規４地区、継続21地区）、「農村整備事業（農道・集落道整

備）」（新規５地区、継続14地区）、「農道整備特別対策事業」（継続14地区）を実施しまし

た。 

≪生産基盤整備の促進に向けた農家負担の軽減対策≫ 

・ 農地の大区画化や排水対策など農業の生産力の強化に向けた整備や、老朽化した農業水利施

設の長寿命化など農村地域の強靱化に向けた防災・減災対策といった農業農村整備を一層促進

していくため、農業者が必要とする整備に積極的に取り組めるよう、道と市町村が連携して農

家負担を軽減する「次世代農業促進生産基盤整備特別対策事業」を実施しました。 

≪地域の実情に応じた機動的な基盤整備≫ 

・ 農地整備や農業水利施設の長寿命化に向けた取組を、地域の実情に応じて機動的に実施する

ため、市町村や土地改良区、農業協同組合等を実施主体とする「農地耕作条件改善事業」（新

規14地区、継続21地区）、「畑作等促進整備事業」（新規４地区、継続７地区）及び「農業水

路等長寿命化・防災減災事業」（新規99地区、継続62地区）を実施しました。 

≪担い手への農地利用集積に向けた取組≫ 

・ 農業生産基盤整備事業等の実施を契機として、土地利用に係る指導・調整などを行い、担い

手及び地域の中心となる経営体への農用地の利用集積や集約化を促進し、これらの経営体が農
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業生産の相当部分を担う農業構造を確立するため、「農業競争力強化農地整備事業（農業経営

高度化支援事業）」（新規12地区、継続132地区）、「水利施設等保全高度化事業（農業経営高

度化支援事業）」（新規14地区、継続68地区）及び「農地中間管理機構関連農地整備事業（農

業経営高度化支援事業）」（継続１地区）を実施しました。 

≪建設コストの縮減≫ 

・ 河川等の公共工事から排出される掘削土を客土材として利用することや、コンクリート再生

骨材等の建設副産物を有効活用するほか、区画整理における反転均平工法や、水田や畑地の排

水対策において、暗渠管を用いず、疎水材のみとする補助暗渠による整備及びコンクリート二

次製品の活用などにより、建設コストを縮減する取組を実施しました。 

・ 用水施設等のライフサイクルコストを縮減するため、機能診断に基づく劣化状況に応じた整

備の実施など、コスト縮減に向けた様々な取組を実施しました。 

≪農地・施設保全整備情報の整備・活用≫ 

・ 農地や農業水利施設の整備履歴等を地図情報と一体的にＧＩＳデータとして蓄積する「農

地・施設保全整備情報」の整備を進めるとともに、この情報をもとに、整備量の把握や地域が

進める整備構想づくりへの支援のほか、暗渠排水の配線図を登録・蓄積したＧＩＳデータを活

用し、排水不良要因に応じた既設暗渠の機能回復対策を行う「暗渠排水の保全管理」の取組を

進めました。 

・ ＷｅｂＧＩＳ（水土里情報システム）を活用した情報共有の有効性を周知するため、職員や

市町村・土地改良区等の関係団体を対象とした操作研修を７振興局において実施しました。 

・ 酪農学園大学との連携協定に基づき、衛星データやＵＡＶ画像等を用いたリモートセンシン

グ技術の活用検討を進め、高温障害対策として集中管理孔を活用した地下かんがいによる地温

並びに水温の抑制効果の検証を行うとともに、職員自らがＵＡＶを活用できるようにするため

の操作研修を実施しました。 

［農業水利施設の保全管理］ 

・ 農業水利施設等の適切な維持管理を推進するとともに、「北海道インフラ長寿命化計画」（令

和７年（2025年）３月策定）に基づき、施設管理者と連携しながら、日常的な点検や予防保全、

計画的な更新整備を着実に進めるなど、長寿命化に向けた戦略的な保全管理を推進しました。 

≪農業水利施設の機能発揮に向けた取組≫ 

・ 農業農村整備事業等により造成された農業水利施設の長寿命化を図るため、施設管理者によ

る機能診断と個別施設計画の策定を推進し、予防保全対策に取り組みました。 

・ パイプラインでの漏水など、突発事故が発生した場合に施設の早期機能回復を図るため、関

係者と連携して施設管理者を支援しました。 

≪農業水利施設の適正な管理≫ 

・ 市町村が管理する公共・公益性の高い基幹水利施設の機能を適正に発揮させるため、その管

理に係る経費を助成しました。 

・ 雨竜川に造成された鷹泊ダムを国との管理委託協定に基づき良好に管理するため、維持管

理、補修などに要する経費の一部を負担しました。 

・ 農業水利施設の機能保持と耐用年数の確保を図るため、土地改良区等が実施する施設の定期

的な整備補修などに必要な資金造成に要する経費の一部を助成しました。 
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≪農業用ため池の管理及び保全に関する取組≫ 

・ 農業用ため池が有する農業用水の供給機能を確保しつつ、防災・減災対策の強化を図るた

め、農業用ため池の管理及び保全に関する法律に基づき、データベースの整備や公表など、農

業用ため池の情報を適時適切に管理する取組を実施しました。 

［農業・農村の強靱化に向けた防災・減災対策］ 

・ 農業生産の維持や農業経営の安定を図るため、農業水利施設の耐震化やため池の決壊防止に向

けた整備など、防災･減災対策を推進するとともに、災害発生時には、被災した農地・農業水利施

設等の迅速な復旧により、早期の営農再開が可能となるよう、災害復旧技術者の人材育成を推進

しました。 

≪防災ダムの整備≫ 

・ 洪水による農地・農業水利施設等の被害を未然に防止するため、農地防災ダムの改修などを

行う「防災ダム事業」（継続１地区）を実施しました。 

≪機能低下した農業水利施設の整備改修≫ 

・ 農地・農業水利施設の災害を未然に防止するため、改修などが必要な農業水利施設の整備を

行う「用排水施設等整備事業」（継続５地区）を実施しました。 

≪地すべり等防止対策≫ 

・ 「地すべり等防止法」に基づき、国が指定する地すべり防止区域における農地・農業水利施

設の地すべり災害を未然に防止するため、地表水・地下水排除施設等の整備などを行う「地す

べり対策事業」（継続３地区）を実施しました。 

≪ため池の防災・減災対策≫ 

・ 地震及び豪雨災害の防止や施設の機能低下に起因する被害防止を図るため、ため池の整備改

修を行う「ため池整備事業」（継続１地区）及び「防災重点農業用ため池緊急整備事業」（新

規２地区、継続１地区）を実施しました。 

≪農村防災施設の整備≫ 

・ 災害発生の危険が高い地域における土地改良施設等の緊急時の情報伝達に必要な整備などを

行う「農村防災施設整備事業」（新規１地区）を実施しました。 

≪農地海岸の保全対策≫ 

・ 「海岸法」に基づき津波や高潮、波浪等による被害から国土を保全するとともに沿岸農地の

保全により農業経営の安定を図るため、海岸保全施設の整備を行う「海岸保全施設整備事業」

（継続９地区）を実施しました。 

≪防災施設及び区域の適正な管理≫ 

・ 農地海岸施設、地すべり防止施設及び農地防災ダムの機能の維持・確保を図るため、適期の

保守点検や補修を実施しました。 

≪農地・農業水利施設等の災害復旧対応≫ 

・ 令和７年（2025年）８月から10月の豪雨により被災した農地14箇所、農業水利施設11箇所に

ついて、翌年の営農に支障とならないよう、事業主体である市町村及び関係団体に対して災害

復旧工事に係る指導・助言を行うなど、早期復旧に向けた支援を実施しました。 
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(2) 優良農地の確保と適切な利用の促進 

・ 優良農地の確保と荒廃農地の発生防止・解消を図るため、「北海道農業振興地域整備基本方

針」（令和３年（2021年）５月変更）に基づき、農地の農用地区域への編入の促進と除外の抑制

などを通じ、計画的な土地利用を推進しました。 

・ 地域計画の実現に向けて、令和６年度（2024年度）末までに策定された地域計画の分析や検証

を行うとともに、地域計画に基づきまとまった農地を農地中間管理機構に貸し付けた地域に対し

て、「機構集積協力金」を交付しました。 

 ・ 遊休農地を解消し、担い手に農地を集積・集約化するため、農地中間管理機構による除礫や耕

起、整地等の簡易な整備を行う「遊休農地解消対策事業」を実施しました。 

・ 担い手への農地の円滑な利用集積による農地利用の効率化及び作業効率の向上を図るため、分

散している農地の集団化を図る「交換分合事業」の啓発や、換地の実施予定地区における経営体

の意向調査などを行う「経営体育成促進換地等調整事業」が円滑に実施されるよう指導・助言を

行いました。 

 

(3) 戦略的な技術の開発と普及・定着 

・ 道総研や企業、大学、国等の研究機関が連携し、豊かな食生活を支える農業及び食関連産業の

振興や、環境と調和した持続的農業を展開するための技術の開発を推進しました。 

・ 研究機関が開発した新技術は、農業改良普及センターが中心となり、実証ほの設置や研修会の

開催などを通じて、地域へ迅速に普及しました。 

・ 地域農業の課題解決に向け、農業改良普及センターが農業関係者と連携し、課題に応じた支援

を行いました。 

・ 道のホームページや、誰でも参画可能なスマート農業推進協議体のメールマガジン等を活用

し、スマート農業に関する新技術やイベント開催情報等を広く発信しました。 

・ 地域におけるＩＣＴ等のマネジメントを担う指導的人材を育成するため、農業大学校や農機メ

ーカーなどと連携し、農業協同組合や市町村職員等を対象に、スマート農業技術の見学や体験に

主眼を置いた「ＩＣＴ農作業機実践研修」、「リモートセンシング実践研修」及び「ロボットト

ラクタ実践研修」を実施したほか、農村女性を対象に「スマート農業技術に関する運転操作等体

験研修」を実施しました。 

・ 各地域の実情に応じたスマート農業技術の導入を促進するため、全道44か所の農業改良普及セ

ンターに設置した「スマート農業相談窓口」において、農業者からのスマート農業の相談に対応

しました。 

・ 地域におけるコーディネートとマネジメントを担う指導人材を育成するため、スマート農業機

械の導入や技術の活用を希望する農業者等を対象に、「スマート農業機械導入活用相談会」を開

催しました。 

・ 地域において、スマート農業の取組を牽引するリーダーを支え、技術導入をコーディネートす

る指導的役割を担う人材の育成に向けて、市町村・自治体・農業協同組合職員・農業改良普及員

を対象に、「北海道スマート農業セミナー」を開催しました。 

・ 農作業の効率化や省力化に向けて、機械のレンタルなどの農業支援サービスの体制を強化する

ため、サービスを提供する事業者が必要とするスマート農業機械等の導入を支援する「農業支援

サービス事業緊急拡大支援対策事業」を実施しました。 
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・ 種馬鈴しょ生産における病株抜き取り作業の負担軽減を図るため、ＩＣＴを活用した生産技術

の実証に取り組みました。 

・ 道総研、農業改良普及センター及び総合振興局・振興局が連携して地域農業が抱える課題の解

決を図るため、各振興局等の「地域農業技術支援会議」において対応方向を検討し、地域ニーズ

に対応した技術支援を実施しました。 

・ 農業農村インフラの管理の省力化・高度化やスマート農業の実装を図る中で、集落や直売所な

どの通信環境改善により地域活性化にも活用可能な情報通信環境を整備する取組を支援するた

め、市町村や土地改良区、農業協同組合等を事業主体として「情報通信環境整備対策」（新規 

６地区、継続５地区）を実施しました。 

 

２ 安全・安心な食料の安定生産の確保 

 道民の健康の保護や消費者に信頼される安全・安心な食品の生産及び供給に資する取組を推進し

ました。 

 

(1) 安全・安心な食品づくりの推進 

・ 「第５次北海道食の安全・安心基本計画」（令和６年（2024年）３月策定）に基づき、生産か

ら消費に至るまでの食の安全・安心の確保に関する施策を総合的・計画的に推進しました。 

 ・ 「北海道遺伝子組換え作物の栽培等による交雑等の防止に関する条例」（平成17年北海道条例

第９号）の適切な運用を図りました。なお、遺伝子組換え作物の栽培の許可申請や届出はありま

せんでした。 

・ 肥料・農薬、動物用医薬品及び飼料が適正に流通、販売及び使用されるよう、それぞれの関係

法令に基づき、製造・販売業者や生産者等に対する検査・指導などを実施しました。 

・ 食の安全・安心に関する理解を深めるため、リスクコミュニケーションを実施し、道民意見の

把握に努めました。 

・ 食品表示制度に関するセミナーを開催し、表示制度の普及啓発に努めるとともに、電話やウェ

ブフォームにより、食品表示に関する疑義情報や問い合わせなどを受け付け、食品表示の適正化

を促進しました。 

・ 農産物検査制度の適正な運用や米トレーサビリティ法等に基づく米穀等の産地情報の伝達につ

いて啓発を行いました。 

・ 牛海綿状脳症の発生を予防するため、牛トレーサビリティ法に基づく国が行う指導などに必要

な協力を行い、法の遵守事項の確実な履行に協力しました。 

 

(2) 食料等の安定生産体制の整備 

［需要に応じた生産体制の強化］ 

消費者や実需者の多様なニーズに対応した競争力のある農産物を計画的かつ安定的に生産するた

め、基本技術の徹底やＩＣＴの活用などによる生産性の向上や省力化、水田のフル活用、耕畜連

携、適切な輪作体系の維持・確立などを基本に、生産体制の強化に向けた取組を推進しました。 
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≪稲作≫ 

・ 道及び地域の「農業再生協議会」が主体となって、「生産の目安」を設定し、農業者や関係

機関・団体、集荷業者、行政等が一体となりオール北海道体制で需要に応じた米生産を推進す

るとともに、輸入依存度の高い小麦や大豆などの作物の生産や高収益作物である野菜などの園

芸作物への定着化に向け、地域の実情に応じた畑地化を推進しました。 

・ 稲作・麦作総合改善研修会等を通じ、適切な栽培管理の推進と水稲の安定生産、麦の生産性

向上に向けた取組を推進しました。 

・ 低コスト・省力化に資する生産技術を普及するため、水稲低コスト・省力化生産技術研修会

を開催しました。 

≪畑作≫ 

・ 農業者や関係者を対象とした講習会において、品質を重視した適期収穫や病害虫防除などの

技術情報を普及するなど、良質豆類の安定生産を推進しました。 

・ 畑作産地において､病害虫の発生リスクの低減や需要のある作物への転換、労働力不足等の課

題に対応するため、病害抑制と需要に応じた生産拡大の両立や労働負担軽減、種馬鈴しょの安

定供給の取組を支援しました。 

・ 砂糖に関する正確な情報を発信し需要拡大を図るＰＲイベントの開催や、小学校での出前授

業を実施するとともに、化学肥料や農薬の低減技術や直播等の導入など、生産者向け講習会を

開催して、てん菜の低コストで省力的な生産や耐病性品種の導入を推進しました。 

・ 農業者を対象とした講習会等を通じ、ジャガイモシストセンチュウ抵抗性品種の導入拡大や

種馬鈴しょの品質向上を推進しました。 

≪野菜≫ 

・ 新規野菜や特定野菜の産地化の推進や指定野菜等の価格が著しく低下した場合の補給金の交

付など、生産・出荷の安定化に向けた対策を総合的に実施しました。 

・ 次世代施設園芸北海道拠点において得られた知見など高度な環境制御を活用した施設園芸に

ついて、現地見学会やフォーラム等を関係団体とともに開催し、生産性の高い施設園芸の地域

展開を推進しました。 

・ 近年、道内で栽培が拡大し、今後新たな戦略作物となる可能性を有する北海道の新顔作物

（にんにく、さつまいも、らっかせい）の産地化を推進しました。 

・ 新顔冬野菜の飲食店等への需要喚起のため、北のめぐみ愛食レストランや北海道愛食大使に

認定されている飲食店など27店舗において、新顔冬野菜を使用したメニューフェアを実施しま

した。 

・ 新顔冬野菜の認知度向上や需要拡大を図るため、特設ホームページを開設し、新顔冬野菜の

魅力を紹介する記事やイベント情報、新顔冬野菜の特徴を生かしたレシピ、生産者インタビュ

ー動画を掲載するなど、情報発信に取り組みました。また、新顔冬野菜のパンフレットやポスター

等を関西圏の催事会場やフェア実施店、各種イベントで配布したほか、インフルエンサーを起

用したＳＮＳでの情報発信に取り組みました。 

≪果樹≫ 

・ 「北海道果樹農業振興計画」や、産地自らが策定した「果樹産地構造改革計画」の推進に向

けて、国の果樹経営支援対策を活用し、需要に応じた品目・品種への改植や園地の整備などの

取組を支援しました。 
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・ ニーズが見込まれる品種の栽培モデル園の設置をはじめ、りんご等の省力的な栽培技術の導

入や高品質な果実の安定生産に向けた取組を支援するとともに、北海道の果樹農業における生

産方式の改善に向けた講習会を開催しました。 

≪花き≫ 

・ 道産花きの生産拡大と道内花き産業の発展に向けて、生産、流通、販売、文化等の幅広い関

係者で構成される「北海道花き振興協議会」が取り組む産地での高温対策・省力化・高収益化

栽培技術や、流通段階の品質管理技術の導入実証、道産花きの展示イベント、フラワーアレン

ジメントの制作体験、小学校や福祉施設での花育や園芸体験など、生産から消費に至る一連の

取組を支援しました。 

・ 花のある暮らしの提案や北海道らしい花文化を創出するため、道や企業・団体の参加によ

り、道産花きを使った花束を周囲に見えるように持って街を歩く「北海道フラワーウォーク」

を実施しました。 

・ 職場に安らぎと潤いを与えるとともに、道内の花き産業を応援するため、道産花きの出荷最

盛期を含む７月から10月には切花を、６月と11月、翌年１月には鉢花を道庁内の執務室内に飾

る「北海道庁花いっぱいプロジェクト」を実施しました。 

≪酪農≫ 

・ 飼料生産基盤に立脚した安全・安心で良質な生乳の生産や、本道に適した放牧技術の普及、

家畜改良の促進による乳牛の遺伝的能力の向上とその能力を最大限発揮する飼養管理の徹底に

よる生産性の向上、搾乳ロボット等の導入による省力化を推進しました。 

≪肉用牛≫ 

・ 道内における和牛の生産拡大を推進し、和牛の産地としての地位向上を図るため、ゲノミッ

ク評価を活用した高能力な繁殖雌牛群の造成と優良種雄牛の作出を推進しました。 

≪中小家畜≫ 

・ めん羊の繁殖・管理技術向上に向け、地域における生産体制の強化を推進しました。 

≪軽種馬等≫  

・ 軽種馬の全国最大の産地である日高及び胆振地域を中心に、優良繁殖牝馬の導入や放牧地の

整備など、強い馬づくりに向けた取組を推進しました。 

・ 重種馬について、種雌馬の改良増殖や繁殖奨励などの取組を推進しました。 

［農業生産工程管理などの推進] 

・ 農業者の経営改善に効果のあるＧＡＰの実践を拡大するため、研修会の開催や指導体制の整備

を行いました。 

・ 国際基準ＧＡＰの認証の取得を推進するため、認証取得に係る経費を支援しました。 

・ 農作業事故の防止や熱中症対策を推進するため、関係機関と連携し、農業者等の意識の向上や

地域における安全運動の推進を図るための研修会を開催するなど、安全指導の取組を支援しまし

た。 

［農産物の生産・流通の効率化・合理化] 

・ 生産コストの低減や高収益作物の導入、付加価値向上等による産地の競争力強化、地域ぐるみ

の収益性の向上、地域の生産基盤の強化に向けた生産・流通体制の整備を推進しました。 

・ 品質保持や低コスト輸送体制の構築など、農産物の流通体制の高度化を推進しました。 

・ 地域の条件に対応した集送乳体制の整備や生乳の効率的な輸送手段の確保、食肉処理施設の合
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理化などを促進しました。 

［飼料生産基盤の強化] 

・ 道産飼料を活用した畜産経営の安定を図るため、草地整備を計画的に実施するとともに、難防

除雑草の駆除などの草地改良、営農支援組織の育成、耕畜連携、放牧の普及などを推進しまし

た。 

［農業生産資材の安定供給] 

・ 北海道主要農作物等の種子の生産に関する条例（平成31年北海道条例第１号）に基づき、優良

品種の普及や主要農作物等の優良品種の種子の安定生産と円滑な供給を推進しました。 

・ 燃油・ガス価格の高騰に対する補填金の交付により燃油価格高騰の影響を受けにくい経営への

転換を支援しました。 

・ 配合飼料価格の高止まりの影響を受けている酪農・畜産農家の負担軽減を図るため、配合飼料

価格安定制度の生産者積立金を支援しました。 

・ 肥料や農薬等の農業生産資材の安定供給を図るため、価格や流通量等の情報の収集に取り組み

ました。 

・ 農薬の再評価制度へ適切に対応するため、登録内容に変更が生じ防除に支障をきたす恐れがあ

る農作物について、代替農薬の検討に取り組みました。 

［防疫対策の推進] 

・ 適期防除を推進するため、農作物の病害虫に対する発生予察情報を提供するとともに、薬剤耐

性に係る特殊報の発出により、迅速な防除の推進を図りました。 

・ 馬鈴しょの安定生産のため、重要病害虫であるジャガイモシロシストセンチュウの適正な防除

を実施するとともに、まん延防止の指導などを実施しました。 

・ 家畜伝染病の発生予防とまん延防止を継続的に推進するとともに、生産段階での衛生管理対策

を強化しました。 

 

３ 環境と調和した農業の推進 

みどりの食料システム法に基づく環境負荷低減事業活動や、クリーン農業・有機農業のほか、野

生鳥獣による農作物被害防止対策を推進しました。 

 

(1) 環境保全型農業の推進 

・ みどりの食料システム法に基づく「環境負荷低減事業活動実施計画」の認定を行ったほか、

「農林漁業における環境負荷低減事業活動の促進に関する北海道基本計画」に「特定区域」の設

定（３地区）を行いました。 

・ 北海道カーボンファーミング推進協議体が実施主体となって「北海道カーボンファーミング推

進フォーラム」を開催したほか、メールマガジンによる情報発信や、参画者同士の情報共有の場

の提供を行いました。 

・ 「北海道クリーン農業推進計画（第８期）」（令和６年（2024年）３月策定）に基づき、クリ

ーン農業への理解促進やクリーン農業技術の開発・普及、YES!clean農産物の生産・消費拡大に向

けた取組を推進しました。 

・ 「北海道有機農業推進計画（第４期）」（令和４年（2022年）３月策定）に基づき、生産面で

は有機農業への参入・転換の促進や有機農業技術の開発・普及を図るとともに、消費面では有機
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農産物等に対する理解の醸成や販路の確保などにより、有機農業の取組を推進しました。 

・ 農業者の組織する団体等が実施する化学肥料・化学合成農薬の低減と環境保全効果の高い営農

活動の取組を支援しました。 

・ 化学肥料価格の高止まりの影響を受けている農業者が実施する化学肥料低減の取組を支援しま

した。 

・ 農業用廃プラスチックの適正処理の徹底や、環境への影響に配慮した適正施肥の普及など、環

境負荷低減に向けた取組を推進しました。 

・ 「北海道家畜排せつ物利用促進計画」（令和３年３月策定）に基づき、関係機関が連携して、

家畜排せつ物の適正な管理に向けた指導を行うとともに、良質な堆肥、液肥の生産やエネルギー

としての利用の促進など家畜排せつ物の有効活用を推進しました。 

・ みどりの食料システム戦略推進交付金等を活用し、有機農業拠点創出・拡大加速化（４地区）

や有機農業への転換推進（10地区）、グリーンな栽培体系への転換（６地区）、バイオマス地産

地消施設整備（２地区）の取組等を支援しました。 

 

(2) 鳥獣による農作物等被害防止対策の推進 

・ エゾシカなどの野生鳥獣による農業被害の防止を図るため、地域が行う捕獲活動や農用地への

侵入防止柵の整備、捕獲したエゾシカの有効活用などの総合的な取組を支援しました。 
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第２ 国内外の需要を取り込む農業・農村の確立 

 

１ 国内外の食市場への販路の拡大 

  食市場の変化やニーズの多様化などに対応して、国内外の需要を喚起し、取り込むため、ブラン

ド力の強化や輸出を含む農産物等の販路拡大を図りました。 

 

(1) ブランド力の強化 

・ 地域ごとに特色ある農産物や食品づくりを進め、様々な機会を活用し、国内外への情報発信を

推進しました。 

・ 北海道米の消費拡大や北海道米のブランド力向上に向けた「北海道米プロモーション」を展開

しました。 

 ・ 道産酒米や道産日本酒の認知度向上を図るため、「北海道の酒米を語ろうin赤れんが」を開催

し、道内外の酒蔵と酒米生産者との交流を通じて、道産酒米の魅力を伝えたほか、道産酒米を使

用した日本酒のＰＲを実施するとともに、当日の模様を道の公式YouTubeやホームページで発信し

ました。 

・ 新顔冬野菜の飲食店等への需要喚起のため、北のめぐみ愛食レストランや北海道愛食大使に認

定されている飲食店など27店舗において、新顔冬野菜を使用したメニューフェアを実施しまし

た。 

・ 新顔冬野菜の認知度向上及び需要の拡大のため、特設ホームページに新顔冬野菜の魅力を紹介

する記事やイベント情報、新顔冬野菜の特徴を生かしたレシピ、生産者インタビュー動画を掲載

するなど、情報発信に取り組みました。 

・ 道産花きの消費拡大により生産・流通・販売に関連する産業の活性化を図るため、北海道花き

振興条例（令和２年北海道条例第81号）で定めた「北海道花の日」を中心に、ＳＮＳを活用した

道内の花の写真を募集した「北海道花の日キャンペーン」や旬な道産花きの展示などの取組を支

援しました。 

・ 道産果実の需要拡大を図るため、エスコンフィールドHOKKAIDOでの試食会や札幌市北３条広場

（アカプラ）でのマルシェ等の開催、道産果実の素晴らしさの情報発信などを支援しました。 

・ 「日本ワイン」の表示制度の施行や、地理的表示（ＧＩ）制度による「北海道」の指定などを

背景として需要が拡大しているワイン用ぶどうに係る各種情報の共有化を図るための連携会議

や、果樹農業の生産方式改善に向けた取組を推進するための講習会などを開催しました。 

・ 本道の恵まれた草地資源を最大限活用した多様な肉用牛の生産とともに、適度な脂肪交雑や赤

身主体の牛肉、北海道和牛肉の需要拡大とブランド化を推進しました。 

・ 道産農産物・食品のブランド力の強化に向け、YES!clean表示制度や道産食品独自認証制度（き

らりっぷ）、道産食品登録制度などの道独自の表示・認証制度や、地理的表示（ＧＩ）保護制度

の普及を推進しました。 

・ 国際水準ＧＡＰの指導者育成や、現地研修会等を通じて、農業者への普及活動を進め、ＧＡＰ

認証農産物の生産拡大を推進しました。 
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(2) 農産物等の輸出促進 

・ 「北海道食の輸出拡大戦略〈第Ⅲ期〉」（令和６年（2024年）３月策定）に基づき、海外ニー

ズや規制に対応した産地体制の確立に向けた支援や産地の輸出の機運の醸成、関係団体と連携し

たプロモーション活動による新たな市場開拓など、輸出促進に向けた取組を総合的に推進しまし

た。 

・ 米について、豪州の市場調査や米国ハワイ州のおにぎり専門店と連携したフェアを行うととも

に、産地の輸出機運の醸成や情報交換を目的としたセミナーの開催、生産者や流通事業者を対象

とした海外消費・流通実態調査の実施などに取り組みました。 

・ 日本酒について、フランス・ドイツ・中国における飲食店と連携し、海外の方になじみのある

料理とのペアリングで提案するフェアの実施などに取り組みました。 

・ 牛肉について、米国テキサス州で、現地の卸事業者や飲食店と連携し、北海道産牛肉を使った

メニューフェアを開催するとともに、ＳＮＳによる情報発信などに取り組みました。 

・ 青果物について、カナダ向けのかんしょの輸出拡大に向けて、産地・流通・販売といった一連

の関係者による会議を開催するとともに、現地の飲食店と連携したフェアの開催などに取り組み

ました。 

・ 牛乳乳製品について、香港とカンボジアにおいて、現地の方になじみのある菓子や飲み物に北

海道産牛乳乳製品の使用を促すメニュー提案などに取り組むとともに、牛乳等の新たな物流シス

テムの構築に取り組む民間企業等の取組への支援や、認定品目団体である牛乳乳製品輸出協議会

として、（一社）日本乳業協会や乳業メーカーと連携したプロモーション活動などに取り組みま

した。 

・ 輸出に向けて積極的に取り組む農業者等が輸出産地を形成できるよう、輸出事業計画の策定等

の取組を支援しました。 

・ 食品製造事業者が行う輸出先国等の規制・条件に対応した施設等の整備を支援しました。 

 

２ 地域資源を活かした新たな価値の創出 

地域ぐるみで取り組む６次産業化や関連産業との連携強化など地域資源を活かした新たな価値の

創出を推進しました。 

 

(1) 地域ぐるみの６次産業化の推進 

・ ６次産業化等に取り組もうとする農林漁業者等を対象に、経営感覚を備えた人材を育成するた

め、「６次産業化等人材育成研修会」や各地域における課題解決に向けたセミナーを開催しました。 

 

(2) 関連産業との連携の強化 

・ 北海道野菜に対する多様な消費者・実需者ニーズに対応するため、加工・業務用野菜の生産拡

大の取組を推進しました。 

・ 地域資源を活用した食事や体験・交流プログラムの充実など、観光分野と連携した農村ツーリ

ズムの取組を促進しました。 
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第３ 多様な人材が活躍する農業・農村の確立 

 

１ 農業経営体の安定・発展 

  農業・農村に多様な人材が定着し活躍できるよう、家族経営を始めとする農業経営体の経営安

定・発展を図りました。 

 

(1) 家族経営などの経営体質の強化 

・ 効率的かつ安定的な農業経営を育成・確保するため、認定農業者制度により、農業経営改善計

画の認定事務を行うとともに、農業者の抱える課題解決に向けて、北海道農業経営相談所（道が

北海道農業公社に設置）の専門家の活用を推進しました。 

・ 地域計画の目標地図に位置付けられた経営体等に対し、経営改善等に必要な農業用機械・施設

の導入を94地区で支援しました。 

・ 農業経営の法人化や円滑な経営継承を推進するため、農業経営相談所による相談対応や個別相

談会等を開催するほか、地域関係者が農業者を支援するために必要な知識等を習得する「経営継

承懇談会」を開催しました。 

・ 農業者が自然災害による収量の減少や市場価格の下落などの様々なリスクに備える意識を高

め、無保険の状態とならないよう関係団体と連携し、収入保険制度及び農業共済制度の普及推進

活動を実施しました。 

・ 経営意欲と能力のある農業の担い手が経営改善を図ろうとする場合に、必要な長期資金が的確

に供給されるよう、農業関係制度資金の円滑な融通及び農家負担軽減のための利子補給を行うと

ともに、農業者の債務を保証する農業信用保証保険制度の円滑な運営を支援しました。 

・ 意欲と能力がありながら、経営環境の変化などにより負債の償還が困難になっている農業者に

対し、営農負債の借換などに必要な「農業経営負担軽減支援資金」や「畜産特別資金」等の融

通、地域の関係機関・団体による指導・支援、負担軽減のための利子補給などの負債整理対策を

推進しました。 

・ 既住の土地改良負担金の軽減を図るため、償還が困難な事業地区がある土地改良区等に対し、

償還の平準化を行うための資金が無利子となるよう利子補給を行うとともに、担い手への農用地

の利用集積や土地利用の高度化に積極的に取り組む地区の土地改良区等に対して利子の一部を助

成しました。 

 

 (2) 組織経営体の育成・発展   

・ 企業の社員や家族の農業従事による働き手の確保に繋げるとともに、企業と地域の連携により

地域の活性化に効果が期待される「企業の農業参加」の推進のため、お互いの連携促進を目的と

したセミナーや、企業向け農業体験バスツアーを開催しました。 

 

２ 農業経営を担う人材の確保・定着 

  本道農業を担う人材の育成・確保を図るため、新規就農者や地域をリードする女性農業者の育

成に取り組みました。 
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(1) 新規就農者の育成・確保 

・ 高校生や大学生等の若者に対し、農場見学や出前授業など農業経営者等との交流を通じて、農

業の魅力を伝えるとともに、ＳＮＳを活用した新規就農に関する情報発信を行うなど、就農への

動機付けとなる取組を実施しました。 

・ これまで農業に関わりがなかった方々を含め、新規就農を促進するため、北海道農業担い手育

成センターによる地域農業の特徴や就農支援制度、研修先等に関する情報提供やオンラインによ

る就農相談会等の開催、就農コーディネーターによる就農希望者に対する相談活動などの取組を

支援しました。 

・ 道と関係団体で設立した「担い手の育成・確保に向けた検討チーム」において、地域における

新規就農者の支援体制などについて、有効な施策の検討を進めました。 

・ 上記検討チームの検討を踏まえ、親元就農を含む新規就農者への円滑な経営継承に向け、モデ

ル地区を設定し、市町村などが行う新規就農者の受入体制の整備を支援しました。 

・ 新規就農希望者が円滑かつ確実に就農し、早期に安定した農業経営が確立できるよう、地域の

幅広い関係者が連携して、就農準備段階から経営開始後までを一貫して支援する地域の受入体制

を充実させるとともに、農業教育機関及び地域担い手育成センターが実施する生産技術等の実践

的な研修の実施などを支援しました。 

・ 農業経営に必要な知識・技術の習得や、就農後の早期の経営安定を図るため、農業大学校にお

ける実践教育や研修、農業改良普及センターによる経営・技術指導に取り組みました。また、農

業大学校では、農業系大学等との連携を通じて教育内容の充実を図りました。 

 

 (2) 地域をリードする女性農業者の育成 

・ 女性農業者の経営・社会参画を促進するため、女性の指導農業士・農業士の認定を推進しまし

た。 

・ 女性農業者のネットワーク活動の強化、地域のリーダーとして活躍している女性農業者のイン

タビュー記事の公開など、男女ともに能力を発揮できる環境づくりに取り組みました。 

・ 道と農業団体で構成する「北海道農業・農村パートナーシップ推進連絡会議」において、女性

農業者の活躍の指標となる農業委員や農業協同組合の役員の登用数などについて、目標達成の状

況を確認するとともに、女性農業者が活き活きと活躍できる環境づくりに向けて、各団体が連携

しながら取組を進めました。 

 

３ 地域で経営体を支える組織の育成・強化 

営農支援組織や農業団体等、地域で経営体を支える組織の育成・強化を図りました。 

 

(1) 営農支援組織の育成・強化 

・ 生産性の向上や労働負担の軽減などを図るため、農作業受託組織やＴＭＲセンター等の経営体

を支えるシステムづくりを推進しました。 

・ 農作業受託組織やＴＭＲセンターなどの安定的な運営を図るため、オペレーター等の人材の確

保と技術・能力の向上とともに、スマート農業技術や新たな生産システムの円滑な導入を推進し

ました。 

・ 酪農ヘルパー事業を円滑に推進するため、利用組合が実践している酪農ヘルパーの待遇改善や
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人材の育成・確保などの優良事例を周知し、酪農ヘルパーの定着化や要員の育成・確保に取り組

みました。 

 

(2) 農業団体の機能の充実  

・ 農業協同組合や農業共済組合等、農業関係機関・団体の運営基盤の強化や機能の充実が図られ

るよう取り組みました。 

［農業協同組合］ 

・ 経営・財務の改善が必要と認められる組合に対し、ヒアリングを実施するとともに、北海道農

協合併推進本部委員会の構成員として、組合の合併方策等の協議に参画するなど、経営基盤の強

化や合併の推進に向けた効果的な指導・監督を行いました。 

・ 法令に基づく定期的な検査を踏まえて、組合の経営管理体制等に対する改善指導を実施しまし

た。 

・ 組合の自己改革の実践サイクルの構築状況や事業計画等への組合員の評価等の反映状況を把握

するため、「農協との対話」を行いました。 

・ 女性役員登用を促進するため、「農協との対話」などを通じて、情報提供や助言、取組事例の

周知を行い、農業分野における意思決定の場への女性の参画を図りました。 

［農業共済組合］ 

・ 収入保険や農業共済等の農業保険事業を実施している北海道農業共済組合の適正かつ円滑な事

業運営を図るため、事業の実施状況の把握や国の監督指針に基づく助言・指導を実施しました。 

［農業委員会］ 

・ 農業委員会における「農地法」や「農業経営基盤強化促進法」、「農業委員会等に関する法

律」などの円滑かつ適正な運用を促進するとともに、農地利用の最適化や優良農地の確保、地域

計画の実現に向けた取組を支援しました。 

・ 北海道農業会議と連携し、農業委員会に対して女性委員の登用に向けた検討の働きかけや研修

を実施しました。 

［土地改良区］ 

・ 土地改良区の組織運営や施設管理体制の再編整備を進めるほか、水土里ビジョン策定に係る支

援や運営基盤の強化に向けた総合的な取組を推進しました。 

・ 土地改良区の組織運営基盤の強化が図られるよう、国等の関係機関と構成する協議会におい

て、財務の改善や男女共同参画の推進などの土地改良区が直面する課題について、組織・運営体

制に応じた対応策の検討を行い、指導・助言を実施しました。 

・ 原油価格の高騰による電気料金の上昇により、農業水利施設に係る維持管理費が増大したこと

から、農業水利施設が適切に維持管理され、土地改良区の安定的な運営が図られるよう、電気料

金の上昇分の７割を支援しました。 

・ 法令に基づく定期的な検査を踏まえて、適正な組織・業務運営の確保に対する改善指導を実施

しました。 
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４ 地域農業を支える多様な人材の活躍 

地域農業の担い手を支える多様な人材の受入と働きやすい環境づくりの普及啓発を図りました。 

 

(1) 誰にとっても働きやすい環境づくりの推進 

・ 農業の担い手を支える雇用人材の確保を図るため、道のホームページ内の「農業の人材確保お

助け情報サイト」で、農業者が安定的に雇用人材を確保する上で重要な「働きやすい職場環境の

整備」や「住まいの確保」などに関する情報をテーマごとにまとめ、普及啓発を図りました。 

(2) 多様な人材の受入 

・ 地域の潜在的な人材や、地域外からの人材の受入を進めるため、１日単位で働ける農業アルバ

イトアプリのＰＲ活動や農業アルバイトと観光を組み合わせたおすすめコースを情報発信する

「農ＷＯＲＫ(ノウワク)トリップ」の取組、退職予定自衛官を対象とした農業インターンシップ

への支援、繁閑期が異なる鹿児島県との雇用人材の相互交流を推進しました。 

・ 農福連携を推進するため、振興局に設置した窓口での相談対応に加え、優良事例を紹介するセ

ミナーや道立農業大学校での特別講座、農福連携の実践手法をアドバイスする技術支援者の育成

と農業現場への派遣、技術支援者と福祉関係者の連携を進めるための交流会を実施しました。 

・ 外国人材の受入を推進するため、住居の確保や地域住民との交流といった外国人材の定着に向

けた優良事例を取りまとめた事例集を更新しました。 

 

５ 快適で安心して暮らせる生活の場づくり 

所得と雇用機会の確保や生活環境の整備など快適で安心して暮らせる生活の場づくりを推進しま

した。 

 

(1) 所得と雇用機会の確保 

・ 中山間地域等において、多様な経営体が生産条件に関する不利を補正しつつ、地域の所得向上

に向けた計画を深化させる取組を支援しました。 

・ 農林漁業者を含む地域の多様な主体が地域ぐるみで連携して、食・滞在・体験等を提供する農

村ツーリズムを推進しました。 

 

(2) 快適で安全な生活環境の整備 

・ 快適で住みよい農村生活環境が確保されるよう、営農飲雑用水施設の整備を行う、「農村整備

事業（営農飲雑用水施設整備）」（新規３地区、継続１地区）、「中山間地域農業農村総合整備

事業」（継続１地区）を実施しました。 

・ 農村地域における生活環境の改善を図るとともに、公共用水域の水質保全に寄与するため、し

尿・生活雑排水等の汚水を処理する施設や、汚泥等の循環利用を行う施設の整備を行う「農村整

備事業（農業集落排水施設整備）」（新規２地区、継続13地区）を実施しました。 
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第４ 道民の理解に支えられる農業・農村の確立 

 

１ 愛食運動の総合的な展開 

  農業・農村に対する道民理解を促進し、本道の農業・農村を貴重な財産として育み、将来に引き

継いでいくため、地産地消や食育等を総合的に推進する愛食運動に取り組みました。 

 

(1) 食育の推進 

・ 食育に関する情報共有と連携の促進を図るため、食育に関わる様々な団体で構成する「どさん

こ食育推進協議会」を開催するとともに、地域における食育の推進体制を整備するため、総合振

興局・振興局において、市町村食育推進計画の作成促進や、地域の関係団体が連携する食育推進

ネットワークを活用した市町村や関係団体との情報交換を行いました。 

・ 地域の特性を活かした食育を推進するため、団体等の要請に応じて北海道食育推進コーディネ

ーター等を派遣するとともに、各コーディネーターの活動状況や道の取組状況の共有を図るた

め、「北海道食育推進コーディネーター会議」を開催し、意見交換を行いました。 

・ 道内の個人、団体による食育活動を幅広く周知し、食育に対する関心や食育活動への意欲を高

めるため、取組事例発表会（３回）を開催しました。 

・ あらゆる世代の食育を推進するため、大人を対象とした食育講座や料理教室を開催するととも

に、食育のポータルサイトである「元気もりもり！どさんこの食育」において、食育及び食品ロ

ス削減の取組（どさんこ愛食食べきり運動）に関する情報の充実を図りました。 

・ 食品ロス削減月間（10月）に合わせて、道議会及び本庁舎でパネル展を開催したほか、親子を

主な対象として食品ロス削減のためのセミナーや大学等での出前講座、年末年始食べきりキャン

ペーンを実施し、広く道民に対して食品ロス削減の普及啓発を行いました。 

・ 多くの道民に本道の食の豊かさを感じてもらうとともに、地域固有の食文化や伝統食などの継

承に向け、令和８年（2025年）３月末現在、141名の「食づくり名人」と46名の「伝承名人」を登

録し、名人の方々の持つ豊富な知識や経験、技術等を広く公開しました。 

 

(2) 地産地消の推進 

・ 新顔冬野菜の需要喚起のため、道産食材を使用したこだわりの料理を提供する「北のめぐみ愛

食レストラン」などの道内飲食店等と連携し、新顔冬野菜を使った特別メニューを提供するフェ

アを開催しました。 

・ 道産農産物等の消費拡大に向けて、商談会やイベントに出展しＰＲを行うほか、メールマガジ

ンやFacebookなどの媒体を活用して北海道の食に関する情報を発信しました。 

・ 道内流通関係者等と連携した愛食の日（どんどん食べよう道産ＤＡＹ）の普及啓発に取り組み

ました。 

・ 農業団体等と連携し、米や小麦などの道産農産物の消費拡大・利用転換に取り組みました。 

・ 農業団体と一体となった新米発表会での知事のトップセールス、「北海道米販売拡大委員会」

が行う北海道米の需要拡大に向けた取組への支援、「北海道米食率向上戦略会議」（農業団体や

流通団体等で構成）を中心とした地域のイベントでのＰＲ活動や、コンビニエンスストアやスー

パーマーケット等と連携したプロモーションなど、北海道米の消費拡大や道内食率の維持・向上
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に向けた取組を実施しました。 

・ 北海道内に主たる事業所を有する日本酒製造業者に対して、令和７年（2025年）に北海道内で

生産された酒造好適米の購入に要する経費の一部を支援しました。 

 

２ 地域住民が一体となって創る活力ある農村 

多面的機能の発揮などに向けて地域住民が一体となって進める活力ある農村づくりを推進しまし

た。 

 

(1) 地域住民による農村づくり 

・ 人口減少や高齢化に伴い、地域の活力低下が懸念される農村地域において、農地や土地改良施

設が有する多面的機能の発揮と地域住民活動の活性化を図る取組を推進しました。 

・ 中山間地域等の土地改良施設や農地等の利活用を通じた地域住民活動の活性化を図るため、

「北海道中山間ふるさと・水と土保全対策事業」により、活動団体（継続３地区）に対し、地域

住民による地域資源を活かしたビジョンの作成のために必要となる、地域の賑わいと寄り合いの

場の創出やワークショップの開催、地元食材を活用した「新商品」の開発・普及等の取組を支援

するとともに、地域住民活動を推進する「北海道ふるさと・水と土指導員」58名（４名の新たな

委嘱を含む）（令和８年（2026年）３月31日現在）を対象とする研修会等を開催しました。 

 

(2) 多面的機能の発揮促進 

・ 農業・農村が有する、国土の保全や水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化

の伝承など多面的機能の発揮に向けた取組を推進しました。 

・ 農用地や水路など地域資源の適切な保全管理や質的向上を図るための地域の共同活動、施設の

長寿命化のための活動、生産条件の不利な中山間地域等における農業生産活動を継続するための

取組などを支援しました。 

・ 水産資源の保護や自然生態系の保全を図るため、魚類等の移動を妨げるなど、河川の生態系に

影響を及ぼしている落差工や急流工等の河川横断工作物を対象とした魚道施設の整備・改修を行

う「地域用水環境整備事業（単独魚道整備）」（継続２地区）を実施しました。 

 

３ 道民コンセンサスの形成 

都市・農村交流や農業・農村の魅力の発信など道民コンセンサスの形成促進を図りました。 

 

(1) 都市・農村交流の促進         

・ 新たに農村ツーリズムに取り組む地域の掘り起しや取組地域の意識醸成を図るため、国の協力

のもと研修会等において「農泊」に係る情報提供をしたほか、道外から講師を招きデジタル技術

の基礎的知識と活用事例の紹介を通じて、農村地域での教育旅行の受入体制の整備及び強化を目

的としたデジタル推進セミナーを開催しました。 

・ 農泊や農村ツーリズムの取組を一層推進するため、関係機関や農泊地域等で構成する「北海道

農泊推進ネットワーク会議」を活用し、増加が見込まれるインバウンド対策等の情報提供や情報

交換を行いました。 

・ 道内の取組を広く周知するため、ＳＮＳを活用し情報発信したほか、道と農村ツーリズム連携



264 ---Ⅱ 農業・農村の振興に関して講じた施策 

事業を実施している札幌大谷大学の学生が作成した農泊地域ＰＲポスターを国内外にある北海道

どさんこプラザ（シンガポールミレニアウォーク店（シンガポール）、羽田空港店（東京都）、

あべのハルカス店（大阪府）等）に展示し、北海道の農泊地域がもつ魅力を発信しました。 

 

(2) 農業・農村の魅力の発信 

・ 道民と農業者の架け橋となる情報誌「confa（コンファ）」を発行し、農業・農村に関する話題

や地域の意欲的な農業者の取組を紹介するとともに、公式Instagramなどを活用して情報を発信し

ました。 

・ マスメディアを活用したＰＲ活動や農業生産者と消費者の交流イベントの開催など、「農業・

農村ふれあいネットワーク」が実施する農業・農村に関する多様なコンセンサスづくりの取組を

支援しました。 

・ 消費者と農業者との距離を縮め、道内外の消費者や都市住民の本道農業・農村への関心や関与

を深めるため、農業をはじめとした一次産業と農林水産物をＰＲする「ほっかいどう秋の大収穫

祭」を開催し、食と農業の魅力を発信しました。 

・ 北海道農業・農村が果たす役割や魅力を、道内外の消費者や都市住民に幅広く発信するため、

道内の農業系高校生を対象とした北海道農業ＰＲ動画コンテストを行いました。 

・ Facebook「どんどん食べよう北海道」において、北海道の旬の食材や各地で開催されるイベン

ト情報などを発信しました。 
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第５ 地域農業・農村の「めざす姿」に向けた主な取組 

 

１ 空知地域 

（1）水稲を基本とした複合経営の確立と農家所得向上 

・ 高品質な空知産米の安定生産に向けて、乾田直播栽培を含む水稲の省力化栽培技術の普及拡大

に係る技術指導や現地研修会等を実施しました。 

・ 北海道四季マルシェにて空知産農産物を消費者にＰＲする「そらちフェア」を秋に開催したほ

か、岩見沢農業高校、株式会社セコマと北空知広域農業協同組合連合会と連携した「花あるある

プロジェクト」において、株式会社セコマの出前講座により販売戦略を学んだ岩見沢農業高校の

生徒が自ら花束やＰＯＰ等を企画・立案して「そらちの花」の実践販売を実施しました。 

・ 「空知型輪作」や野菜・花き等を含めた複合経営を推進するため、各作物の高品質・省力化生

産に係る技術指導を実施しました。 

 

（2) 担い手の育成と多様な人材の確保 

・ 新規就農者の速やかな経営安定と交流を図るため、農業経営をテーマに新規就農者等交流・情

報交換会を開催しました。 

・ 雇用人材の確保や定着を目的に、「雇用労働者が働きたくなる職場環境・条件等の整備」をテ

ーマに農業経営セミナーを開催しました。 

・ 管内農業系高校の生徒を対象に、先進農業者等の視察を実施するとともに、先輩農業者による

出前授業を実施し、Ｚ世代の就農意欲向上を図りました。 

 

（3) 空知農業を支える基盤整備とスマート農業の推進 

・ スマート農業の推進に向けたほ場の大区画化など農地整備事業（経営体育成型等）を計画的に

実施しました。 

・ 普及活動によりドローンでの防除効果検証や、施設園芸でのＩＣＴ技術導入による省力化及び

経済効果を実証して生産者による技術導入を後押しするなど、管内におけるスマート農業技術の

導入を促進しました。 

 

（4) 持続可能で活力に満ちた農村の確立 

・ 農業・農村の多面的機能を有する農地の維持や地域資源の質的向上のための共同活動を支援し

ました。 

 

２ 石狩地域 

（1) 担い手や多様な人材の確保の取組 

 ・ 農業に関心のある方を対象に、農業体験や就農相談の機会を提供し、具体的な就農イメージを

持ってもらうことを目的として、「いしかり農業体験ツアー」を管内３か所で開催しました。 

・ 新規就農者の受入体制の整備を図るため、石狩管内指導農業士・農業士会の協力の下、「石狩

版研修生受入心得（マニュアル）」を作成し、石狩振興局ホームページにおいて公表しました。 
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・ 石狩管内指導農業士・農業士会と連携し、新規就農者、農業研修生の交流を目的として、６月

に江別市で視察研修会を実施、12月には札幌市で新規就農者向け情報交換会等を開催しました。 

 

（2) 都市近郊農業を活かした取組 

・ 地産地消の重要性や「食材の宝庫」石狩を消費者に知ってもらうため、 ホクレン札幌支所と

連携して、「さっぽろぐるめぐりエイト2025」を７月から８月に道庁北門前において全８回開催

しました。各市町村の農畜産物を使用したテイクアウトメニューやスイーツ、旬の野菜の販売な

どを通じて、石狩の食材をＰＲしました。 

・ 北海道花の日に合わせて｢さっぽろぐるめぐりエイト｣の開催日に、管内産花きによるフラワー

スタンドの展示と、子供向けフラワーアレンジメント体験会を開催しました。 

・ 10月には初めて「2025さっぽろぐるめぐりエイト大収穫祭」を道庁赤れんが庁舎前庭で開催し

ました。キッチンカーによるテイクアウトメニューのほか、米のすくい取り、新たまねぎ詰めな

どのイベントを行いました。 

 

３ 後志地域 

（1) 多様な担い手や人材の確保・育成 

・ 新規就農者等の知識・技術の向上と交流を深めるため、新規就農者のお悩み相談会を開催しま

した。 

・ 若手農業者の技術習得と交流を図ることを目的に、専門的な研修を行うための農業ゼミナール

を開催しました。 

 

（2) 生産基盤等の整備と生産性・作業性の向上 

・ 農地の大区画化や農業用水利施設の更新・長寿命化等の農業農村整備事業を計画的に進めまし

た。 

 ・ 管内のスマート農業の普及に向けて、環境モニタリング調査を実施し、測定データに基づく栽

培管理の推進と活用する農業者の育成のため現地意見交換会を行いました。 

・ 健全な種馬鈴しょの安定生産に向けた取組として、農業協同組合の要請により種馬鈴しょほ場

で自主検査への協力を行いました。 

 

（3) 高付加価値化農業の推進 

・ 倶知安農業高校（馬鈴しょ）、留寿都高校（馬鈴しょ）のＪＧＡＰ認証取得を支援しました。 

・ 農畜産物や加工品について、商談の場やＳＮＳを活用して効果的に情報発信する能力を習得・

実践できる人材を育成することを目的とした「発信力アップ講座」を開催しました。 

 

（4) 鳥獣被害防止対策 

  ・ 鳥獣被害防止総合対策事業等を活用して、18市町村、５漁業協同組合の23の事業実施主体と連

携し、被害防止対策を実施しました。 
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４ 胆振地域 

（1) 農業所得の向上 

・ 鳥獣による農業被害の増加を踏まえ、ＩＣＴを活用した効果的な対策事例を共有し、地域の捕

獲・防除活動の負担軽減につなげるため、市町鳥獣被害防止対策協議会及び関係機関を対象に

「鳥獣被害防止対策におけるＩＣＴ活用研修会」を開催しました。 

・ 担い手への農地集積・集約化を進めるとともに、生産性向上や高収益作物への転換を促進する

ため、農地の大区画化・汎用化を図る農業生産基盤整備を実施しました。 

・ これまで高病原性鳥インフルエンザの発生がなかった地域の建設土木事業者を対象に、埋却に

係る防疫演習を実施し、作業などの対応力強化と連携体制の構築を図ったところ、白老町及び安

平町内の養鶏場での高病原性鳥インフルエンザの発生において、迅速な防疫措置を行うことがで

き、地域養鶏経営への影響を最小限に抑えることができました。 

 

（2) 安定した担い手・人材の確保 

・ 担い手の確保に向け、イオンモール苫小牧において管内市町等と連携し、新規就農や法人への

雇用就農の希望者を対象とした相談ブースを設ける「いぶり就農フェア」を開催しました。関係

機関が一体となった相談対応により、就農に関する具体的な情報提供とマッチングの機会創出を

図りました。 

・ 新規参入者の定着促進を目的に、管内の就農・移住情報をまとめたパンフレット「胆振で定住

農のあるくらし」を更新し、地域の営農環境や支援制度を分かりやすく発信しました。 

・ 農村集落の環境整備や多面的機能を支える共同活動への支援を通じて、担い手が安心して営農

を継続できる地域づくりを推進しました。 

 

（3) いぶり農業の魅力発信 

・ 管内の高校を対象に、北海道農業や食品ロス削減に関する講義のほか、胆振産の花を用いたフ

ラワーアレンジメント実習を内容とする出前授業を実施し、地域農業への理解促進と地元産品へ

の関心の醸成を図りました。 

・ 道の駅あびらＤ51ステーション生産者協議会とともに消費者との交流を図る食育イベントの実

施や、生活協同組合主催の「食べる・たいせつフェスティバル」に出展のほか、イオンモール苫

小牧での「いぶり農業フェア」の開催などを行い、胆振産農産物の魅力発信と消費拡大に取り組

みました。 

・ 「北海道花の日」に合わせて、地域の生花商組合と連携し、むろらん広域センタービル及び室

蘭市内の商業施設「モルエ中島」において、胆振産の花きを用いたアレンジメント展示を行うな

どし、地元花きの認知度向上を図りました。 

 

５ 日高地域 

（1) 生産力・収益力の高い魅力ある農業の展開 

・ スマート農業を普及・推進するため、施設園芸におけるハウス環境モニタリングシステム、自

動巻上装置や畑作における自動操舵装置などの導入を促進しました。 

・ 管内の有機農業の取組拡大に向けた意見交換等を実施しました。 
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・ 土壌の透排水性の調査手法や、ほ場条件に応じた改善策を普及することを目的に「土壌物理性

改善のてびき」を策定しました。 

 

（2) 強い馬づくりの推進 

・ 管内の関係機関・団体で構成する「軽種馬生産構造改革推進会議」を開催し、軽種馬を生産す

る経営体の経営安定を図り、強い馬づくりを進めるために様々な課題について一丸となって検討

しました。 

・ 日本軽種馬協会と連携し、軽種馬草地管理改善指導などを実施しました。 

・ 軽種馬産業に係る獣医師を確保するため、管内の軽種馬獣医療関係者と連携し、獣医学生のイ

ンターンシップの受入れを実施しました。 

・ ひだか・ホース・フレンズが実施する軽種馬人材養成により、軽種馬産業に従事する人材確保

をサポートしました。 

 

（3) 新規就農者の育成・確保と雇用人材の確保 

・ 担い手の受入体制及び指導力の向上を目的に、管内の指導農業士・農業士を対象とした研修会

を開催しました。 

・ 新規就農者の育成及び離農防止を図るため、営農上の課題認識と解決策の共有を目的とした新

規就農者ネットワークにおいて、農業経営セミナー及び相談会を実施しました。 

・ 農福連携の効果的な推進を目的としたセミナーを開催し、各地の事例や支援制度の紹介を行い

ました。 

 

（4) 家畜伝染病の発生・まん延防止対策の推進 

・ 高病原性鳥インフルエンザ発生時の円滑な対応のため、行政機関・関係団体などと連携した防

疫演習を実施しました。 

  ・ ヨーネ病対策として、感染牛の摘発・淘汰を行うとともに、地域の関係機関と一体となり、清

掃・消毒等に対する支援を実施しました。 

 

６ 渡島・檜山地域 

（1） 農業生産基盤の強化と広域的な生産体制の整備 

・ 農業生産基盤の強化を図るため、農地の大区画化や暗渠排水整備等を計画的に実施しました。

あわせて、農業水利施設の防災・減災対策や草地畜産基盤整備に取り組み、農村地域の強靭化及

び食料安全保障の強化に資する農業農村整備事業を展開しました。 

・ 労働力不足に対応した生産体制の構築を図るため、馬鈴しょの全自動カッティングプランター

などのスマート農業機械や、馬鈴しょのＡＩ選別機の導入を推進しました。 

 

（2） 経営の安定化と多様な担い手の育成・確保 

・ 市町と連携して、新規就農者向けの就農相談会やほ場での農業体験会、雇用就労者向けの就労

相談会を実施しました。 
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・ 農福連携を推進するため、農業と福祉の相互理解向上に向けたセミナーを開催するとともに、

障害者就労施設の利用者による、いちごの土づくりや、特別支援学校高等部によるりんごの葉摘

みの体験を実施しました。 

 

（3） 消費者ニーズを的確に捉えた地域ブランドの確立 

・ 魅力ある農畜産物をＰＲするため、特色のある農産物のＳＮＳを活用した情報発信を行うとと

もに、道の駅や商業施設、振興局でフラワーウォールやフラワーアレンジメントの展示を実施し

ました。 

・ 生産者ほ場での食育体験会や栄養バランスを考えた食事の料理教室を開催したほか、イベント

における有機農産物の販売、小中学生を対象とした有機給食の提供や中学生を対象とした有機農

業に関する授業を実施し、環境に優しい農業のＰＲを行いました。 

・ 教育旅行の受入を推進するため、町及び農業協同組合の広報において、受入状況の発信を行い

ました。 
 

７ 上川地域 

（1) 担い手と雇用人材の確保 

・ 農福連携の推進を図るため、市町村や関係機関と連携して作業見学会や体験会を開催し、マッ

チング支援を行いました。 

・ 農福連携の取組への理解と裾野拡大を目的として、就労継続支援事業所職員向けに農福連携実

践農家で現地研修会を開催しました。 

・ 自衛隊の定年退職予定者を対象とした農業体験インターンシップを開催するとともに、定年退

職予定者向けの農業ＰＲ講演を行い、農業への関心と就業意欲の向上を図りました。 

・ 政策金融公庫の講演や参加者同士の交流を通じて、農業技術や経営管理技術の向上を図るた

め、新規就農者等を対象に「上川新農経塾」を開催しました。 

・ 管内農業系高校の生徒を対象に先進農業者等の視察を実施するとともに、先輩農業者による出

前授業を実施し、就農意欲の向上を図りました。 

・ 管内中学校において、農業関連産業への就業などの動機付けとなるよう、座学(旭川の農業に

ついて)及び農業体験学習を実施しました。 

 

（2) 高収益化の推進 

・ 農業生産基盤整備の計画的かつ効果的な促進を図るとともに、整備済みの農地や施設の利活用

促進と、基盤整備に関する理解を促進するための普及啓発イベントを実施しました。 

・ 麦や大豆の生産性向上に向けた取組やコントラクター組織における機械整備等を支援しまし

た。 

・ 地域政策推進事業を活用し、地域それぞれの課題に応じた、生産性向上・高品質化、低コス

ト・省力化等の取組を総合的に推進しました。 

・ 管内で生産する新顔冬野菜の生産と需要の拡大に向けて、生産者と飲食店のマッチング支援に

より寒締めほうれん草とゆきあまケールを使ったメニューを提供する「冬野菜フェア」を開催し

ました。 



270 ---Ⅱ 農業・農村の振興に関して講じた施策 

・ ６次産業化や、新たな販路拡大に取り組む農業者や食関連事業者等のスキルアップを目的に、

「かみかわ高付加価値化ステップアップ研修会」を開催しました。 

・ 家庭でスキムミルクを取り入れる機会が広がるよう、職員有志が作成した「スキムミルクレシ

ピブック」を各種イベントで配布したほか、留萌振興局や宗谷総合振興局と連携して、道北地域

の意欲あふれる生産者が製造したナチュラルチーズ等を職員に斡旋し、乳製品・畜産物の消費拡

大を図りました。 

 

（3) 豊かで魅力ある農村の確立 

・ 児童を対象に、上川地域のじゃがいもの特徴、育て方について47品種の実物を用いての説明、

参加児童による詰め合わせ体験等を行うことで、地域の農業への理解を増進し、生産者と消費者

の交流の促進を図りました。 

・ 「かみかわ有機農業ネットワーク」による現地検討会及び研修会を開催し、有機農業の課題解

決に資する新技術の情報提供や、ネットワーク会員同士の人的交流の活性化に取り組んだほか、

消費者の有機農業への理解を促進するため「ほっかいどうかみかわ地産地消収穫祭」を開催しま

した。 

・ 消費者の農業に対する理解醸成を推進するため、上川管内の農業情報を発信する農務課公式

Instagram「かみかわの農業（kamikawa_nougyou）」に50本以上の投稿を行いました。 

・ 小学生とその両親を対象とした「かみかわファームスクールバスツアー」を開催し、醸造用ぶ

どう・りんごの収穫や有機農業クイズ、牛の種類別の食べ比べや、普段見ることができない種雄

牛や人工授精所、アニマルウェルフェアに配慮した乳牛の育成について学ぶことで農業に対する

理解醸成を図りました。 

 

８ 留萌地域 

（1) 留萌農業を支える多様な担い手の育成・確保 

・ 新規就農者の農業知識・技術の早期習得及び地域を越えた仲間づくりを進める「るもい農業基

礎ゼミナール」を開講しました。 

・ 管内４Ｈクラブ活動の１年間の成果等を発表する「ファーマーズトーク in ＲＵＭＯＩ」を遠

別農業高校と連携して開催しました。 

・ 農業法人の経営安定化に向けた課題解決の一助とする「留萌管内農業法人研修会」の開催や、

ＴＭＲセンターを対象とした「サイレージ研修会」、「留萌管内ＴＭＲセンター情報交換会」を

開催しました。 

・ 遠別農業高校生を対象に管内への就農意欲を喚起するため、指導農業士・農業士会と連携して

現地視察研修（農家見学バスツアー）を開催しました。 

・ 新規参入希望者が地域や農業法人に対して求める受入体制について「るもい担い手対策推進会

議」と題して、酪農学園大学と管内農業者・関係機関を交えた意見交換を開催しました。 

 

（2) 収益性の高い魅力ある留萌農業の確立 

・ 水稲の初期生育の向上を目的とする育苗講習会の開催や、低タンパク米生産を目指した施肥設

計などの基本技術に対する支援のほか、病害虫発生予察に基づく適期防除の実施や、省力化技術

である水稲直播の栽培管理技術向上の支援を実施しました。 
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・ 留萌地域農業技術支援会議において、カットブレーカー等による透排水性改善及び生育調査等

を実施し、実証と効果の確認を行いました。 

・ 遠別農業高校のＡＳＩＡＧＡＰの維持審査に向けた支援や、スマート農業の推進に向けた研修

会の開催のほか、水田の大区画化などの農業生産基盤整備を実施しました。 

 

（3) 活力と魅力あふれる農業・農村づくり 

・ 「るもいフラワーデイズ」の取組により、るもい産花きの消費拡大、地産地消を推進したほ

か、埼玉県さいたま市大宮の「まるまるひがしにほん」にて「北海道のひだり上るもいフェア」

を開催し、るもい産農産物のＰＲを行いました。 

 

９ 宗谷地域 

（1) 多様な経営体の生産性向上をめざす 

・ 草地の不陸や排水不良を改善することにより粗飼料の品質・生産性を向上させるため、草地畜

産基盤整備事業により起伏修正や暗渠排水の整備を実施しました。 

・ 収益性向上のため、畜産クラスター事業により新規就農者への施設整備や機械導入を支援しま

した。 

 

（2) 地域と未来を担う人材が活躍する酪農地域をめざす 

・ 多様な人材の確保に向けて、道内外の大学生や地元高校生を対象に、「宗谷酪農セミナー」や

「酪農ジョブフェア」を実施し、宗谷地域のＰＲや酪農関連職業の紹介を行いました。 

・ 新規就農を目指す方や酪農ヘルパー等を対象とした研修会「ＳＯＹＡルーキーズ☆カレッジ」

を開催し、次代の農業を担う多様な人材の育成を図るとともに、参加者同士や先輩農業者との懇

談を通じた仲間づくりを支援しました。 

・ 10月３日～４日には管内農協組合長会やホクレン等と連携し「宗谷スマート農業ＳＵＭＭＩ

Ｔ」を初開催し、スマート農業機械の展示や無人トラクターの実演走行、脱脂粉乳を使った入浴

剤づくり、酪農関連職業の紹介など、学生や家族連れなどに宗谷酪農を大々的にＰＲしました。 

・ 農村のさらなる魅力の発掘と発信のため、管内の農業体験交流施設等において園児、地域住

民、一般消費者を対象に地元産の牛乳を使った乳製品加工体験会を開催し、宗谷酪農の魅力をＰ

Ｒしました。 

・ 10月３日～５日の３日間で、赤れんが庁舎前庭(赤れんがガーデン)及び札幌市北３条広場（ア

カプラ）で開催された｢ほっかいどう秋の大収穫祭｣に、宗谷地域における農畜産品を広くＰＲ

し、消費の拡大を図るとともに、対面販売を通じて消費者との交流を図ることを目的として、宗

谷管内の農業生産者や加工製造者で組織する「最北端農村クロスロード交流会¹」の協力のも

と、対面販売ブースを出店しました。 

 
1 宗谷管内において、消費者との交流や農村ならではの活動を行っている農業者、さらにはそれを応援する者などで組織する団体として、平成

12年(2000年)に発足し、今年で設立25年目。 
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10 オホーツク地域 

(1) 持続可能で先進的な農業の展開  

・ 合理的輪作体系の確立に向けた豆類の生産拡大や自給飼料生産拡大のため各種事業の活用等に

よる機械導入・施設整備を支援しました。 

・ 農業団体や各産地が実施するジャガイモシストセンチュウ類のまん延防止対策の取組に対する

指導を行うとともに、対抗植物を活用した防除対策を関係機関と連携し実施しました。 

・ スマート農業機械の導入について、各種事業を活用し支援するとともに、スマート機械の実演

会を開催し、農業者への技術普及を実施しました。 

  ・ ほ場の区画整理、用排水路整備、農道整備など基盤整備を実施しました。 

 

（2) 経営体を支えるシステムの推進  

・ みどりの食料システム戦略交付金事業を活用し、バイオガスプラント施設の導入を支援しまし

た。 

・ 経営の転換・発展を図ろうとする担い手に対して農業用機械・施設の導入を支援しました。 

 

（3) オホーツクでの新規就農者や農業従事希望者など多様な人材の確保・定着  

・ オホーツク農業協同組合連合会と連携し、東京で開催された株式会社農協観光主催「新・農業

人フェア」に出展しました。 

・ 一次産業関係課が連携し、株式会社マイナビ主催「マイナビ農林水産ＦＥＳＴ：福岡会場」に

出展して就業者確保に取り組むとともに、若手就業者を対象にした学習会・交流会を開催し地域

コミュニティの創出に取り組んだほか、農林水産業の重要な労働力である外国人材の確保・維持

に向けセミナーを開催しました。 

 ・ 美幌高等学校、大空高等学校で地域の農業法人や穀類乾燥調製貯蔵施設等を視察する出前授業

を実施しました。 

 ・ 将来、農業関係分野に就職するきっかけとなるよう、東京農業大学生向けの就農セミナー及び

農業体感ツアーを開催しました。 

 ・ 「オホーツク新規就農者対策連絡会議」を開催し、各地域の新規就農対策や就農可能地等の情

報を共有し、地域の担い手対策の状況や新規就農者に向けた対策等について、各市町村、各農業

協同組合と意見交換をしました。 

 

（4) オホーツク農業のブランド力向上  

・ 農業改良普及センターが中心となり、管内農業者に向けて「売れるモノづくり」をテーマにオ

ホーツク高付加価値化研修会を２回開催しました。 

・ 民間企業と連携し、道外への販路拡大を目的とした「販路拡大セミナー」を２回開催しまし

た。 

・ 管内農産物のＰＲのため、「オホーツクフェアinチカホ（札幌市）」で販売店舗を回るスタン

プラリーの開催や首都圏の消費者を対象としたオホーツク自然体験ツアー内での農産物試食会の

開催、管内イベントにＰＲブースを出展しました。 
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11 十勝地域 

（1) 多様な人材が活躍する農業・農村 

・ 道立農業大学校の学生を対象とした農福連携現地研修会及び農福連携特別講座を開催しまし

た。 

・ 「あおぞらネット」の活動を通じた農村女性の交流の活性化を支援しました。 

・ ハローワークや市町村と協力し、社会人を対象とした「農業のお仕事説明会」を開催しまし

た。 

 

（2) 安定的な食料の生産・供給拠点の形成 

・ 農業生産の高品質・高付加価値化や低コスト化の推進、自給飼料生産拡大、循環型社会構築の

ために必要な施設整備等を支援しました。 

 

（3) ブランド力強化や海外を視野に入れた販路拡大 

・ 有機農業や新顔作物といった十勝管内で特色のある取組を後押しするため、振興局独自事業

「とかちの農業推し勝プロジェクト事業」を実施しました。 

・ 十勝産牛乳・乳製品及び十勝和牛の消費拡大の取組を実施しました。 

 

（4) 新たな価値を生み出す科学技術等の活用 

・ 畑作農業におけるロボット農業機械の早期普及に向けて、大学や研究機関、トラクター・作業

機メーカー等を参集した検討会を開催しました。 

・ メタン発酵消化液の畑作利用について、「消化液の有効活用に係る検討会」の開催及び実証試

験を実施しました。 

 

12 釧路・根室地域 

（1) 草地型（循環型）酪農の推進 

・ 良質な自給飼料の生産拡大を図るため、気候変動に対応した自給飼料の生産手法や牧草の安定

生産、植生改善に関するセミナーを開催しました。 

・ 暑熱対策の基礎知識及び具体的な各種対策などの優良事例を紹介する冊子「モー暑を乗り切

れ！～乳牛の健康と生産性を守る暑熱対策」を作成・配布しました。 

・ 難防除雑草のガガイモにより飼料用とうもろこしの倒伏や収穫機の詰まりが発生し、作業効率

の低下が問題となっているため、生息調査を実施し、生態解明を目的とした温室での除草剤散布

試験や生育調査を行いました。 

 

（2) 農業農村を支える多様な担い手と人材の育成確保 

・ 担い手や人材の確保を図るため、市町村や農業協同組合と連携し、東京・大阪で開催された

「新・農業人フェア」に出展しました。また、「釧路『酪農』相談会」を東京で開催し、釧路地

域の酪農の魅力発信や就農相談を実施しました。 

・ 釧路地域への移住や就農という選択肢の周知を目的に、「釧路魅力発信フェア」を札幌駅前地

下歩行空間で開催しました。会場では釧路の暮らしや酪農に関する動画を上映し、地域紹介パン

フレットの配付や管内産牛乳の提供を行いました。 
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・ 道内の農業系大学において、酪農に関連する学生サークルと連携し、大学構内で就農相談会を

実施しました。根釧管内から農業協同組合をはじめ９団体がブース出展し、各出展団体の取組や

勤務条件等の個別相談を行いました。 

・ 就労支援施設と酪農現場との農福連携の取組を後押しするため、根室管内農福連携セミナーを

開催しました。 

・ Ｚ世代を対象とした酪農への理解や就農意欲の醸成を図るため、農業系高等学校と連携して出

前授業を実施しました。 

 

（3）高付加価値化の推進と新たな可能性の追求 

・ 牛乳・乳製品の魅力を広く発信するため、釧路管内のチーズ工房と菓子店・飲食店が連携し、

工房産チーズを使用したスイーツ等を販売する「くしろチーズ＆スイーツフェア」を開催すると

ともに、チーズ工房８工房と菓子店・飲食店17店舗を巡るスタンプラリーを実施しました。 

・ 釧路市内の商業施設において、管内産牛乳・乳製品の魅力発信を目的としたＰＲイベントを開

催しました。会場では、管内産チーズや牛乳、ワインの試食・試飲を実施したほか、ＰＲグッズ

の配布や管内産牛乳パックの展示を行い、牛乳・乳製品の消費拡大を図りました。 

・ 根室市内において、小学生向けの木育イベントに食育のブースを出展し、管内産牛乳の紙パッ

クを使った工作体験を実施したほか、管内産の牛乳やアイスクリームの試食を行いました。 

・ 根室市内のイベントにおいて、管内の乳製品の認知度向上のため、管内で生産されたチーズ 

３種類の試食会を実施したほか、管内産のチーズやソフトクリーム販売店のマップを配布しまし

た。 
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